
  

昭和53年労働経済の分析 参考資料
1  製造業新規求人数の変動要因

石油危機以降の新規求人の変動要因を生産,雇用人員判断,賃金コストで説明する回帰式を推計した。
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
1  製造業新規求人数の変動要因
(1)  推計結果

Y=40.115+0.724X1-0.073X2-0.266X3

(5.63) (-2.12) (-5.06)

R=0.963 S=1.346 DW=1.45(計測期間 48年10～12月期から54年1～3月期まで)

Y 製造業新規求人数 (季節調整済値,単位万人)

X1 鉱工業生産指数 (製造工業) (季節調整済値,当期および1期前の対前期比増減率の平均,単位%)

X2 製造業雇用人員判断 (「過剰」と判断する企業の割合―「不足」と判断する企業の割合,単位%)

X3 賃金コスト指数(1人当たり賃金を1人当たり生産性で除して求めた,50年平均=100)

(注)1人あたり生産性は製造工業生産指数を「労働カ調査」の製造業

雇用者数(EPA法により季節調整済)で除したものを50年平均=100に指数化したものである。

資料出所 労働省「職業安定業務統計」,「毎月勤労統計」

総理府統計局「労働力調査」

通商産業省「通産統計」

日本銀行「主要企業短期経済観測」
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2  所定外労働に対する賃金割増率

企業が生産増加に対応して労働投入量を増加させる場合において,新規に労働者を採用して対応する方法
と,所定外労働時間の増加で対応する方法の2つが考えられる。所定外労働時間に対する賃金割増率がどの
程度であれば,両者がコスト的に均衡するかを試算した。
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
2  所定外労働に対する賃金割増率
(1)  試算の方法

1時間あたりの人件費の増加額は,新規に労働者を採用することにより対応した場合には,1時間あたりの所
定内給与額,特別給与額,現金給与以外の労働費用を合算したものであり,また,現有労働者の所定外労働時
間の増加で対応した場合には,1時間あたり所定内給与額を所定外労働時間に対する賃金割増率で割増した
額である。

従って,両者が均衡する場合,次の1),2),それぞれの額は相等しくなる。

1) 月間所定内給与額＋月間特別給与額+現金給与以外の月間労働費用

2) 月間所定内給与額×(1+所定外労働時間に対する賃金割増率)

そこで,52年における男子労働者の月間所定内給与額,月間特別給与額,現金給与以外の月間労働費用を用い
て両者が相等しくなるような賃金割増率を試算した。
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2  所定外労働に対する賃金割増率
(2)  試算結果

試算に使用した数値および試算の結果は第1表のとおりである。

なお,以上の試算では,所定外労働時間を延長した場合の生産性水準と新規採用者の生産性水準の違い,新規
採用者と現有労働者との賃金水準の差,新規採用に伴って機械設備を導入した場合のコスト増加等を考慮
していない点に注意する必要がある。

第1表 賃金,労働費用,および新規採用者に伴う人件費増にコスト的に均衡する賃金割増率
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3  女子完全失業者数の変動要因

最近の女子失業者数の変動要因を探るため回帰式を推計した。
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3  女子完全失業者数の変動要因
(1)  推計結果

数式
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4  損失所得を考慮した完全失業者数の変動

完全失業者の推移に質的側面の変化,すなわち年齢(または世帯上の地位)別の失業者構成の変化を反映さ
せるため,失業者数の変動に失業者の年齢(または世帯上の地位)別所得を加重し,その推移を試算した。
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4  損失所得を考慮した完全失業者数の変動
(1)  加重に用いた所得

昭和52年「就業構造基本調査」の男女別,年齢別および男女別,世帯上の地位別有業者所得を用いた(第1
表,第2表)。

第1表 男女別,年齢別有業者年間所得

第2表 男女別,世帯上の地位別有業者年間所得
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4  損失所得を考慮した完全失業者数の変動
(2)  試算の手順

各期間における男女別,年齢別(または男女別,世帯上の地位別)完全失業者および第1表(または第2表)によ
り各期間の完全失業者の1人あたり損失所得を求める。次に完全失業者1人あたり損失所得を完全失業者
数に乗じ延べ損失所得を求める。

より所得の高い層で失業者の増加が大きいと,延べ損失所得の対前年同期比増加率が加重を施さない完全
失業者の増加率を上回る(第3表)。

第3表 完全失業者の対前年同期比増減率
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4  損失所得を考慮した完全失業者数の変動
(3)  アメリカの失業者への適用結果

以上の方法を,アメリカの失業者にも適用し,日本と比較した(第4表)。

第4表 完全失業者
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5  昭和60年における労働時間

昭和60年における労働時間の見通しをいくつかの場合について試算した。
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5  昭和60年における労働時間
(1)  総実労働時間(実績)の推移と見通しの試算結果

1)産業計(サービス業を除く)の労働時間の推移

2)60年における労働時間試算結果
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5  昭和60年における労働時間
(2)  推計方法

1)過去の労働時間短縮のすう勢が維持されるケース

次の実積によった。

2) 1人当たり国民所得との回帰式による

総実労働時間を1人当たり実質国民所得で説明する回帰式を作成し,60年における1人当たり実質国民所得
を別途予測して60年における総実労働時間を予測した。

回帰式は次のとおりである。

Y=210.664-0.278X, (計測期間31～53年)

(10.8)

Y:調査産業計(サービス業を除く)の月間総実労働時間数(単位 時間)

X:1人当たり実質国民所得(50年価格,単位万円)

60年の1人あたり実質国民所得は,年率6%の経済成長を前提として推計した60年の実質国民総支出と厚生
省人口問題研究所による60年の推計人口から推計した。

所定内労働時間は40～53年間で所定内労働時間を総実労働時間で説明する回帰式に上記の方法で求めた
総実労働時間を代入して求めた。

回帰式は次のとおりである。

Y=42.950+0.681X

(10.6)

X:調査産業計(サービス業を除く)の月間総実労働時間(単位 時間)

Y:調査産業計(サービス業を除く)の月間所定内労働時間(単位 時間)

昭和53年 労働経済の分析



3)60年に52(1977)年のアメリカの労働時間に到達するケース

アメリカにおける52(1977)年のフルタイマーの週間実労働時間に到達するための時間短縮率(年率)を算出
した。フルタイマーの労働時間は以下の方法により算出した。

1) 週間支払労働時間(38.4時間)を週間実労働時間に換算する(パートタイマーを含む)。

注1)

38.4×(支払労働時間当たり賃金)／(実労働時間当たり賃金)=35.4

2) 1)の結果をフルタイマーの実労働時間に換算する(全規模)。

注2)

35.4×(フルタイマーの労働時間)／(パートタイマーを含む労働時間)=37.4

3) 2)の結果を日本の30人以上規模と比較できるように換算する。

注3)

37.4×(30人以上規模の労働時間)／(5人以上規模の労働時間)＝36.8

なお,アメリカと西ドイツの非農業雇用者(西ドイツは林業と漁業を含まない)の週間労働時間を比較する
と,1977年で,ともに38.3時間である。

(注) 1)アメリカ労働省「労働費用調査」(1976年)による。

2)アメリカ労働省「労働力調査」(1977年)による。

3)労働省「毎月勤労統計」(昭和53年)による。
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6  消費関連3次産業の雇用需要関数

3次産業従業者数について消費支出,販売額,出荷額等を説明変数とする回帰式を計測した。
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6  消費関連3次産業の雇用需要関数
(1)  計測方法

10g(従業者数)=a+blog(実質消費支出,販売額,出荷額等)説明変数については,在学者数,通園者数も用い
た。また一部の業種の従業者数については,計測期間の最初の年を1とするタイムトレンドにより直線回帰
式により説明した。被説明変数(従業者数)の単位は人である。
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7  労働時間短縮と関連消費支出および消費の雇用弾性値との相関関係

労働時間(所定内労働時間)の短縮は,余暇時間,自由時間を増加させ,関連する消費支出の増加を通じて余暇
関連産業等の雇用の増加をもたらすと考えられる。

1)可処分所得と所定内労働時間で消費支出を説明する回帰式を求め,2)この回帰式から所定内労働時間短
縮の消費支出弾性値を計測し,3)消費支出で雇用の変動を説明する回帰式を求め,4)この回帰式から消費支
出の雇用弾性値を計測する(参考資料6.「消費関連3次産業の雇用需要関数」参照)。5)そして2)と4)を乗ず
ることによって所定内労働時間短縮の雇用弾性値を試算した。試算結果は次のとおりである。

(1) 所定内労働時間の消費支出に対する弾性値は次式により計測したが,当該業種に関する消費支出を把握
できない場合は,当該業種の販売額,出荷額を使用した。

log(実質消費支出)=a+blog(実質可処分所得)+clog(所定内労働時間)

第1表 実質消費支出と所定内労働時間,可処分所得の相関関係
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(2) 所定内労働時間短縮の雇用弾性値

(1)で試算した所定内労働時間短縮の消費支出弾性値に参考資料6.「消費関連3次産業の雇用需要関数」で
試算した消費の雇用弾性値を乗じて,所定内労働時間短縮の雇用弾性値を試算した。

第2表 所定内労働時間短縮の雇用弾性値
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8  雇用者世帯等の女子労働力率の変動要因

(1) 雇用者世帯の中高年女子労働力率を女子短時間就業雇用者数で説明する回帰分析結果は次のとおりで
ある。

(2) 雇用者世帯の女子労働力率を男子世帯主失業率等で説明する回帰分析結果は次のとおりである。
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(3) 農家世帯の女子労働力率(Pa)を農家の所有機械台数(M),農家収入の実質伸び率(Y)で説明する回帰分析
結果は次のとおりである。
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9  労働力率関数の計測および60年展望

労働力供給の将来展望を行うため,過去のデータにもとづき,年齢別の労働力率関数を推計し,それをもと
に,昭和60年における労働力率の見通しを行った。その推計結果は次のとおりである。
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9  労働力率関数の計測および60年展望
(1)  若年層の労働力率

15歳～19歳層,20～24歳層については進学率との回帰式により推計した。

数式

将来予測のための大学,短大への進学率の想定は,近年進学率に鈍化傾向が見られるため,下記ロディス
ティック曲線により推計した。

1) 男子大学・短大(昼間)進学率(Em)

Em=42.410／(1十0.8600e-0,29253(T))

2) 女子大学・短大(昼間)進学率(Ef)

Ef=37.998／(1＋1.2967e-0.2525(T))

Tは,45年=1とするタイムトレンド

大学・短大(昼間)進学率の推移と見通し
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9  労働力率関数の計測および60年展望
(2)  男子25～54歳の労働力率

一定値で推移すると想定した。

(年齢別労働力率の変化幅)
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9  労働力率関数の計測および60年展望
(3)  男子55歳以上の労働力率

世帯類型別に過去のトレンドを延長して推計した。ただし,単身,その他世帯は一定値で推移すると想定し
た。

数式

(注)1) Tは昭和45年=1とするタイムトレンド,計測期間は,いずれも45～52年。

2) ***は無相関であることを示す。
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9  労働力率関数の計測および60年展望
(4)  女子の世帯類型別労働力率

女子の労働力率を,年齢階級別,世帯類型別に線型のトレンド線をあてはめ,昭和60年における女子の世帯類
型別労働力率,15歳以上人口,労働力人口の見通しを行った。推計方法および推計結果は次のとおりであ
る。
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9  労働力率関数の計測および60年展望
(4)  女子の世帯類型別労働力率
1)  年齢階級別・世帯類型別労働力率の推計

年齢階級別・世帯類型(農家世帯,自営業主世帯,雇用者世帯,単身,その他世帯の4区分)別に次式により推計
した。

P=a+bT(ただし,15～19歳はlogP=a+bTとした。)

Pは労働力率,Tは45年を1とするタイムトレンド
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9  労働力率関数の計測および60年展望
(4)  女子の世帯類型別労働力率
2)  年齢階級別の世帯類型別15歳以上人口の推計

年齢階級,世帯類型別に次式により推計した。

N=a+bT

Nは15歳以上人口,Tは45年を1とするタイムトレンド

上式により60年の年齢階級別,世帯類型別の人口を推計したが,年齢階級別総数が厚生省人口問題研究所推
計の年齢階級別15歳以上人口に一致するよう各年齢階級内で世帯類型別に調整(比例配分)した。
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
9  労働力率関数の計測および60年展望
(4)  女子の世帯類型別労働力率
3)  年齢階級別,世帯類型別労働力人口

1)の推計結果に2)の推計結果を乗じて算出した。

第1表 男子労働力率の見通し

第2表 女子労働力率関数および女子15歳以上人口関数

昭和53年 労働経済の分析



第3表 女子の15歳以上人口,労働力人口,労働力率の見通し

昭和53年 労働経済の分析
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
10  雇用者の年齢間相対比率

雇用者の年齢間相対比率(25～29歳の雇用者数=100)を労働力人口の年齢間相対比率(25～29歳の労働力
人口=100),賃金格差(全産業,25～29歳層の定期給与=100)で説明する回帰式の計測結果は,第1,第2表のと
おりである。またこの計測結果によって,男子高年層の賃金格差の縮小がその雇用に与える影響を試算し
た結果は第3表のとおりである。

なお計測期間は38～52年間である。

第1表 労働力人口の年齢間相対比率と雇用者の年齢間相対比率との関係

第2表 雇用者の年齢間相対比率と労働力人口の年齢間相対比率,年齢間賃金格差との関係
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第3表 賃金格差縮小の雇用に与える影響
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
11  男女比関数の推計結果

雇用者の男女比を説明する回帰式を推計し,その結果を用いて男女比変動の要因分析を行った。その結果
は次のとおりである。
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
11  男女比関数の推計結果
(1)  男女比関数の推計結果

数式
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
11  男女比関数の推計結果
(2)  男女比増減の要因分析

上式により,男女比変動の要因分析を行い,次のような結果を得た。
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
12  労働力の産業連関分析

産業別就業構造,職業別就業構造の長期的な変化および見通しを産業連関分析により行った。
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
12  労働力の産業連関分析
(1)  産業別就業構造
1)  就業構造の長期的変化および昭和60年の展望

第1表 就業構造の長期的変化および昭和60年展望
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
12  労働力の産業連関分析
(1)  産業別就業構造
2)  就業構造の変化の要因分析

産業別就業構造の長期的変化を最終需要構造の変化,労働生産性の上昇,技術構造の変化に要因分解し,さら
に最終需要の項目別に依存度を計算した。結果は第2表および第3表のとおりである。

第2表 長期的にみた産業別労働力需要構造の変化要因

昭和53年 労働経済の分析
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第3表 最終需要項目別,最終需要の変化による限界就業誘発依存度
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第2表,第3表の計算方法は以下のとおりである。

基準時点の就業者数……Lo=lo・Bo・Fo

比較時点の就業者数……Lt=l6・Bt・Ft

F=最終需要行列(65×8) l=就業係数行列(対角行列 65×65)

B=(I-(I-M)A)-1=投入係数行列の逆行列(65×65)

A=投入係数行列(65×65) M=輸入係数行列(対角行列 65×65)

就業者の増加数 △L=Lt-Lo=lt・Bt・Ft-lo・Bo・Fo

昭和53年 労働経済の分析



=(lo+△l)(Bo+△B)(Fo+△F)-lo・Bo・Fo

=lo・Bo・△F+△l・Bo・Fo+lo・△B・Fo

1) 2) 3)

+△l・Bo・△F+△l・△B・Fo+lo・△B・△F+△l・△B・△F

4) 5) 6) 7)

1) 最終需要構造の変化効果

2) 就業係数(労働生産性)の変化効果

3) 技術構造の変化効果

4) 最終需要構造の変化と就業係数の変化との相乗効果 交絡項

5) 就業係数の変化と技術構造の変化との相乗効果 交絡項

6) 最終需要構造の変化と技術構造の変化との相乗効果 交絡項

7) 三要因変化の相乗効果 交絡項
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
12  労働力の産業連関分析
(2)  職業別雇用構造
1)  昭和60年の職業構造

昭和60年における職業構造を,産業連関表産業職業マトリックスを用いて試算した。

第1表 昭和60年の職業別雇用者数

第2表 昭和60年の職業別雇用者数

昭和53年 労働経済の分析



昭和53年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和53年 労働経済の分析



  

昭和53年労働経済の分析 参考資料
12  労働力の産業連関分析
(2)  職業別雇用構造
2)  60年の職業別雇用者数の推計方法は次のとおりである。

(イ) 60年の産業別雇用者数の推計

(i) 35-40-45年接続産業連関表,50年産業連関表の雇用表より35,40,45,50各年の産業別雇用者比率を
求め,この間の長期的傾向を産業別に延長して60年の雇用者比率を推計した。

(ii)別途推計した60年の産業別就業者数に(i)の雇用者比率を乗じて産業別雇用者数(Ej)を求めた。

(ロ) 60年の産業別の職業構成比の推計

数式

(ハ) 60年の職業別雇用者数の推計

(イ)の産業別雇用者数に,(ワ)で求めた産業別職業構成比を乗じ,職業ごとに積み上げた。

職業別雇用者数 Ji=ΣjEj・βij
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
12  労働力の産業連関分析
(2)  職業別雇用構造
3)  職業構造の変化の要因分析

職業構造の変化は,産業構造の変化と産業内職業構成の変化によりもたらされる。前者はさらに,1)最終需
要構造の変化,2)労働生産性の変化,3)技術構造の変化に分けられる。昭和45年から50年および50年から60
年にかけての職業構造の変化を要因分解すると,第2表および第3表のとおりである。

第2表 長期的にみた職業構造の変化要因

昭和53年 労働経済の分析



基準時点の職業別雇用者数……Jo=βo・lo・Bo・Fo

比較時点の職業別雇用者数……Jt=βt・lt・Bt・Ft

β=産業別職業構成比行列, l=雇用係数行列(対角行列)

B,Fについては,さきに述べた就業構造の変化の要因分析に同じである。

職業別雇用者の増加数 △J=Jt-Jo=βt・lt・Bt・Ft-βo・l0・Bo・Fo

l・B・F=Lとおくと(Lは産業別雇用者数)

△J=βt・Lt-βoLo=(βo+△β)(lo+△L)-βoLo

昭和53年 労働経済の分析



=△β・Lo+βo・△L+△β・△L

1) 2) 3)

1) 産業内職業構成の変化効果

2) 産業構造の変化効果

3) 産業内職業構成の変化効果と産業構造の変化効果の相乗効果

(注)産業構造の変化効果の計算方法は,就業構造の変化の要因分析と同様である。

第3表 最終需要項目別,最終需要の変化による限界職業誘発依存度
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
13  就業構造近代化と完全失業率

完全失業率を有効求人倍率と雇用者比率で説明する回帰式の計測結果は次のとおりである。

回帰式は次式によった。

完全失業率=a+b(雇用者比率)+c(有効求人倍率)

計測期間は,38～53年で年平均データによる。

第1表 推計結果一覧表

昭和40年代初期から60年にいたる雇用者比率上昇の失業率に与える影響を試算すると次のようになる。

第2表 雇用者比率上昇の失業率底上げ効果

昭和53年 労働経済の分析
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
14  有効求人倍率と消費者物価との関連

賃上げ率関数,消費者物価関数の構造方程式を次のように想定する。

賃上げ率(w)==a+b(消費者物価上昇率(cpi))+c(有効求人倍率(U))+d(売上高経常利益率(R))消費者物価上昇
率(cpi)=e+f(賃上げ率(w))十g(卸売物価上昇率(P))+h(生産性上昇率(L))次いで,上記の2式を連立方程式とし
て賃上げ率と消費者物価上昇率について誘導型を求めると,次のようになる。

w=(a+c・U+d・R+b(e+g・P+h・L))／(1-bf)

cpi=((a+c・U+d・R)+e+g・P+h・L)／(1-b・f)

このような考え方にもとづき,上式を41～52年のデータで推計し,昭和60年における有効求人倍率と消費者
物価上昇率との関係を試算すると,次のようになる。
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
15  昭和60年の性・年齢別雇用者比率(試算)

昭和60年の雇用者比率(労働力人口に占める雇用者の比率)を試算すると次のようになる。

2) 別途推計した60年の雇用者数(参考資料12.「労働力の産業連関分析」参照)に,女子比率を乗じて女子雇
用者数を試算する。(これを女子労働力人口で除して女子雇用者比率を求める)。したがつて,男子に配分
される60年の雇用者総数も試算される。

昭和53年 労働経済の分析



3) 60年の男子15～19歳層,20～24歳層の雇用者数は,雇用者比率を53年と同じとして,60年の労働力人口に
乗じて試算した。

4) 男子25～54歳層については,以下のケースをおいて試算した。

A……男子25～54歳層の60年の雇用者比率を53年と等しくおいた。

B……男子25～54歳層の雇用者比率が43～53年にかけての上昇テンポで60年まで上昇するとした。

C……男子25～54歳層の60年の雇用者比率が43～53年にかけての上昇の1/2のテンポで60年まで上
昇するとした。

5) 男子55歳以上層については,以上の試算結果の残差とした。

6) 60年の性・年齢別労働力人口は雇用政策調査研究会の展望によった。
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16  昭和50年代における学歴別新規学卒就職者数(試算)
(1)  試算方法
1)  15～23歳の各歳別人口の推計

1) 昭和50年の国勢調査の各歳別人口をベースにして,60年までの各年ごとの15～23歳の各歳別人口
をコーホートごとに計算する(この計算には,死亡率が加味されていないので,60年の15～23歳人口と
人口問題研究所の60年推計値( 5歳階級別人口)とでギャップが生じる)。

2) 1)の計算による各年の人山こ,60年でギャップがなくなるようにコーホートごとに試算した補正
率(死亡率を加味するため)を乗じて各年の15～23歳の各歳別人口を推計する。
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
16  昭和50年代における学歴別新規学卒就職者数(試算)
(1)  試算方法
2)  学歴別新規学卒就職者数の試算

1) 60年までの各年について性別に高校進学率,大学進学率を別途試算し,これを基礎にして各年の中
学校卒業者で進学しなかった者,高校卒業者で進学しなかった者および大学卒業者数を試算する。

(注) 1) 中学校卒業から大学を卒業して職業生活に入るまでの標準的モデルは次のように想定した。

16歳:中学校卒業後就職1年目あるいは高校1年

19歳:高校卒業後就職1年目あるいは大学1年

21歳:短大,高専卒業後就職1年目

23歳:大学卒業後就職1年目

2) 上級学校へ進学しなかった学歴別新規学卒者数は次のように想定した。

進学しなかった中学校卒業者数=中学校卒業者数―高校への進学者数

進学しなかった高校卒業者数=高校卒業者数―大学への進学者数

進学しなかった大学卒業者数=大学卒業者数

2) 53年の学歴別新規学卒就職者数(実績)に,1)で試算した上級学校への非進学者数の学歴別,前年比
増減率を各年ごとに乗じて,60年までの学歴別の新規学卒就職者数を試算する。
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16  昭和50年代における学歴別新規学卒就職者数(試算)
(2)  試算結果

1) 性,年齢,学歴別卒業者のうち非進学者数および進学者数等

昭和53年 労働経済の分析
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17  昭和50年から60年にかけての職業別雇用需要総量(試算)

(1) 昭和50年から60年までの10年間の高等教育修了者(大卒および短大卒)に対する職業別雇用需要を試算
した。

第1表 高等教育修了者に対する職業別雇用需要構成比

1) ケースIは,各職業について新規学卒就職者のうち高等教育修了者の占める割合を求め(文部省「51年度
学校基本調査」),それに以下で述べる50年から60年の間における職業別雇用需要総量を乗じて算出したも
のである。

2) ケースIIは,60年時点の各職業について新規学卒就職者のうち高等教育修了者の占める割合(推計)を用い
た以外はケースIに同じ。60年時点の推計は,50年から60年における高等教育修了者の占める割合の変化
が,45年から50年にかけての変化の半分のテンポで進むと仮定して,各職業について新規学卒就職者のうち
高等教育修了者の占める割合(50年時点)に加減して推計した。

(2)50年から60年にかけての職業別雇用需要総量は次のように試算される。

昭和53年 労働経済の分析



Aij=i職業j年齢階級の雇用者数,i=職業,j=年齢階級,15歳から5歳区分,なお,15～19歳層,20～24歳層の残存
率は新規学卒就職者の影響を除くため1とした。

2)50年から60年にかけての職業別雇用需要増加量は参考資料12.「労働力の産業連関分析」参照
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18  国際比較からみたわが国就業構造の特徴
(1)  産業別職業別就業構造
1)  産業別構造

日本の3次産業就業者比率は,アメリカ,カナダより低く,ほぼイギリスなみである。3次産業就業者は男子で
は比較的多く,女子では先進国中最も少ないグループに属する(第1表)。
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18  国際比較からみたわが国就業構造の特徴
(1)  産業別職業別就業構造
2)  職業別構造

欧米諸国と比較すると日本は専門職,サービス職のウェイトが小さく,販売職のウェイトが大きい。男子は
販売,事務,サービスといった間接的職種の就業割合が高いのに対し,女子は農林漁業作業者,生産工程従事
者といった直接生産従事者のウェイトが高い(第2表)。日本の専門職比率が低いのは,研究者・技術者,医
療,教育,社会福祉部門の就業者が相対的に少ないためである(第3表)。サービス職では家事サービス,給仕,
清掃などで少ない。
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
18  国際比較からみたわが国就業構造の特徴
(1)  産業別職業別就業構造
3)  産業別職業別就業構造

専門職比率が低いのは,主として3次産業における専門職従事者が少ないことによるが,男子の場合は製造
業でも専門職比率が低い(第4表)。
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
18  国際比較からみたわが国就業構造の特徴
(1)  産業別職業別就業構造
4)  産業別職業別就業構成の変化

(産業別にみた就業者の増加)

3次産業就業者の増加が女子労働者の増加につながるというパターンは各国で1970年代にはいって顕著と
なったが,日本は3次産業における男子の就業者増加数が女子の増加数を上回っている(本文第26図)。この
ため日本は3次産業就業者の増加のわりには女子比率(非農業)の変化が小さい(本文第32図)。なお,1975年
以降でみれば,日本も3次産業における就業者の増加は,女子が男子を上回っている。

各国とも発展産業では若い層(45歳未満)が増加し,停滞産業では中高年化がすすんでいる(第5表)。

(職業別にみた就業者の増加)

1970年代になると各国とも技能工・生産工程従事者の伸びは大幅に鈍化し,女子を中心に専門職,事務職で
伸びた(第6表)。なお,日本はカナダとともに販売職の増加が最も大きい。

専門職では,各国とも,医療,教育,社会福祉,芸術関係で増加が目立ち,また,サービス職では食料サービス
(コック,給仕人等),保安サービス(ガードマン等),清掃などでの増加が目立つ(第7表)。

(産業別職業別就業者の増加)

専門職は3次産業就業者の増加に伴って増加しており,事務職,サービス職の増加も3次産業の就業者の増加
に負うところが大きい。
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
18  国際比較からみたわが国就業構造の特徴
(2)  労働力の供給構造
1)  労働力の高齢化と高年齢労働者の雇用失業問題

(高齢化の進展度)

労働力人口の高齢化は,日本でも既に欧米諸国の水準に接近している(第8表)。労働力人口中の中高年者比
率が日本で高いのは,65歳以上層の労働力率が高いことによる。

(高年者の就業分野)

各国とも農林水産業,鉱業,電気・ガス・水道業には比較的中高年層が多く雇用されている(前掲第5表)。日
本では運輸通信,公務については比較的若い層(45歳未満)が多いのに対し,欧米諸国ではむしろ高年者が多
い。一方,サービス業には日本では比較的高年者が多く就業しているのに対し,欧米諸国では若い層が多
い。

高年者の産業別構成をみると,日本では55歳を境として製造業,運輸通信業,電気・ガス・水道業,公務の就
業者比率が欧米諸国に比べて大きく低下して農林水産業,卸売・小売業の就業者比率が高まる(第10表)。
高年者で就業割合の高まる産業を細かくみると,農業,不動産業のほか,織物衣服身廻り品小売,飲食料品小
売,飲食店,その他小売,修理,事業サービス,個人サービス,娯楽業に従事する者が増える(第11表)。

これに対し,欧米諸国では65歳までは就業分野の変化は小さい。なお日本の高齢者の3次産業就業者比率
は,アメリカ,カナダに比べると低い(前掲第10表)。これは公務,運輸通信,電気・ガス・水道業の高齢者の減
り方が大きく,また,卸売・小売業を除く3次産業のウェイトが小さいためである。なお,スウェーデン,ノル
ウェー,西ドイツでは,男子中高年層の製造業への就業割合が高い。

職業別にみても,日本は55歳を境として技能工,生産工程従事者,運輸通信従事者,事務従事者の割合が低下
し,農業,販売,サービスのウェイトが高まる(第12表)。これに対し,欧米諸国では変動が小さい。

従業上の地位別でも,日本は高年者で雇用者比率が大幅に低下する。

(中高年者の失業)

このように欧米諸国では,日本に比べて中高年層の雇用が比較的安定しているとみられるが,ひとたび失業
した場合に中高年層ほど失業期間が長期化するという傾向は変わらない。しかしとくに今回不況下で失
業期間の長期化が著しいのは日本の中高年層である。また,年齢別の失業率でみても,日本の男子の失業率
は55歳を境に急上昇し,55～64歳層の失業率はアメリカ,西ドイツの同年齢層の水準を上回っている(本文
第35図)。
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
18  国際比較からみたわが国就業構造の特徴
(2)  労働力の供給構造
2)  女子労働者の増加と就業分野の拡大

(女子比率)

就業者の女子比率をみると,日本は比較的高い。しかし雇用者の女子比率は日本は多くの国の水準を下
回っている(第13表)。

(女子の労働力率)

(イ) 1人当たり国内総生産額と女子労働力率

人口1人当たりの国内総生産額の水準が比較的高い国(欧米諸国のほとんどはここに含まれる)では,その水
準が高いほど女子の労働力率が高い(第14表)。他方,1人当たり国内総生産額の水準が比較的低い国(アジ
ア,中南米諸国等)では,その水準が低い国ほど女子の労働力率が高い。

(ロ) 年齢別女子労働力率

女子の年齢別労働力率は,結婚,出産,育児期に労働市場から引退するM字型から,引退しない山型へと長期的
に移行する動きがみられる(本文第30図)。女子の労働力率は既婚女子を中心に高まっている(第15表)。

女子の労働力率が長期的に上昇してきた要因は,3次産業を中心とする女子の就業機会の増大,出生率の低
下等による育児,家事負担の軽減,女子の高学歴化である。また,夫の所得が低いほど主婦の労働力率は高
い(第16～19表)。

(女子の就業分野)

(イ) 女子比率の高い産業,職業

女子比率の高い産業分野は,サービス業,金融保険業,卸売・小売業,職業では事務,サービス,専門的・技術的
職業,販売で,この傾向は各国共通である(前掲第13表)。なお日本は西ドイツとともに農業の女子比率がず
ばぬけて高い。

(ロ) 年齢による就業分野の変化

日本の女子の就業分野は欧米諸国に比べて生産部門に片寄っているが,これは中高年層でより顕著である
(第20表,第21表)。

(短時間労働者の増加)

パートタイム労働者ないし短時間就業者は,1960年代後半から欧米諸国でも大幅に増加していて,女子労働
者増加の大きな部分を占めている(第22表)。日本では製造業に比較的多くのパートタイマーが雇用されて
いて,卸売・小売業,サービス業のパートタイム労働者比率は低い(第23表)。日本のパートタイマーは労働
時間が長い(第24表)。ヨーロッパ諸国では教育職にもかなりのパートタイム労働者が就業している(第25
表)。
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
18  国際比較からみたわが国就業構造の特徴
(2)  労働力の供給構造
3)  高学歴者の増加と就業分野

(高学歴化の進展度)

日本の高等教育機関への進学率は,アメリカ,カナダに次いで高い(第26表)。

(高学歴者の就業分野)

(イ) 男子

日本は専門職の割合が小さく,事務職と販売職が多い(第27表)。専門職のなかでは,日本は欧米諸国に比較
して,科学研究者・技術者,医療保健,法務,教育関係従事者の割合が小さい(第28表)。

産業別では,日本は製造業,建設業の割合が高く,教育,医療,福祉などの専門サービスを中心にサービス業の
割合が低い(第29表)。

(ロ) 女子

各国とも専門職と事務の割合が高いが(第27表),日本は事務職と販売職,アメリカ,カナダは管理職,西ドイツ
は専門職の割合が他の国に比べて相対的に高い。

産業別では,日本の3次産業就業者比率はアメリカをやや下回る(第29表)。製造業,卸売・小売業の割合が
高いが,教育,医療,福祉,公務の割合が低い。

(高学歴者の就業分野の変化)

男子については,日本,アメリカともに非専門職化,ブルーカラー化,サービス化の動きがみられる(前掲第27
表)。

女子については,アメリカでは専門職比率が低下し(短大は事務も低下),それ以外の職種の割合が高まって
いる。日本も,1960年代には専門職比率の低下がみられたが,1970～77年の間では,短大を含めると専門職
比率は横這い,事務職比率の大幅上昇という動きがみられる。

第1表 産業別就業者構成
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第2表 職業別就業者構成
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第3表 専門的・技術的職業内訳
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第4表 産業・職業別就業者構成比
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第5表 産業別就業動向と中高年比率
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第6表 職業・性別就業者増加数
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第7表 専門的技術的職業およびサービス職業の動向
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第8表 労働力人口の中高年齢化
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第9表 男子高齢者の労働力率と社会保障

第10表 中高年男子の産業別就業者構成
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第11表 産業・性・年齢別就業者構成
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第12表 中高年男子の職業別就業者構成
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第13表-1 産業別女子比率
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第13表-2 職業別女子比率

第14表 国民1人当たり国内総生産と女子労働力率
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第15表 配偶関係別女子労働力率
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第16表 子供の年齢・数別女子労働力率
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第17表 学歴別女子の労働力率
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第18表 学歴別・年齢別女子労働力率
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第19表 夫の所得階級別女子の労働力率
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第20表 年齢別女子の就業分野

第21表 年齢別女子の就業分野
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第22表 フルタイム・パー トタイム別女子就業者の動向
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第23表 産業別パートタイマー比率および構成
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第24表 パートタイマーの週当たり実労働時間
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第25表 教育職におけるパートタイマー比率

第26表 高等教育への進学率
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第27表 高等教育終了者の就業分野
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第28表 専門的技術的職業内訳
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第29表 大学卒業者の就業分野
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19  産業別賃金決定関数等の推計
(1)  業種別賃上げ率と賃上げ決定要因との単相関係数
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19  産業別賃金決定関数等の推計
(2)  産業別賃金決定関数
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19  産業別賃金決定関数等の推計
(3)  賃上げ率と売上高経常利益率,雇用人員判断との関係

賃上げ率を売上高経常利益率(業種間の比較が可能なように推計したもの)および雇用人員判断(D.I)で説明
する回帰式を業種別データ(食料,パルプ,紙,化学,石油,セメント,鉄鋼,機械金属,電機,造船,自動車,卸小売の
11業種)にもとづき推計した。
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20  年齢別賃金上昇率の決定要因
(1)  年齢別賃金(定期給与)上昇率とその決定要因との単相関係数

年齢別賃金(定期給与)上昇率とその決定要因との単相関係数
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20  年齢別賃金上昇率の決定要因
(2)  製造業小企業生産労働者の賃金上昇率の決定要因

製造業小企業(企業規模10～99人)の若年層と中高年層の賃金上昇率をそれぞれ労働市場要因,物価要因等
によって説明した。結果は次のとおりである。

数式

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和53年 労働経済の分析



  

昭和53年労働経済の分析 参考資料
21  賃金における年齢,勤続の評価

(1) 製造業の労働者の賃金(昭和53年)を年齢と勤続とによって説明する回帰式を企業規模別,男女別,生産労
働者と管理・事務・技術労働者(以下,事務労働者)別に推計した。その結果は第1表のとおりである。また,
この回帰式にもとづいて算出した標準労働者の賃金額に占める年齢および勤続年数の評価分は第2表のと
おりである。

第1表 年齢,勤続年数による賃金の推計

昭和53年 労働経済の分析



第2表 賃金における年齢,勤続年数の評価
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(2) 賃金の年齢,勤続評価の日英比較

昭和53年(1978年)6月におけるわが国の年齢別,勤続年数別の賃金および1976年4月におけるイギリスの年
齢別,勤続年数別賃金をもとに,日本とイギリス両国それぞれの賃金を年齢,勤続年数で説明する回帰式を求
めた。その結果は第3表のとおりである。また,これにもとづき日本とイギリスの賃金について,年齢,勤続
年数の評価を比較し,第4表に掲げた。

第3表 年齢,勤続による賃金の推計
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第4-1表 賃金における年齢,勤続の評価の日英比較
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第4-2表 賃金における年齢,勤続の評価の日英比較
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22  消費者物価水準の国際比較

消費者物価水準の国際比較については,昭和46年版労働白書でも取り上げた(参考資料5.消費者物価水準の
国際比較)が,その後各国における物価水準および消費構造の変化が生じているため,改めて最近の資料にも
とづいて,消費者物価水準の国際比較を行った。その算出にあたっては,まず消費購買力平価(アメリカ国内
で1ドルで購入しうる消費財を日本国内で買い求めた場合の金額)を求め,それと為替レートを比較するこ
とにより算出した。消費購買力平価の算出結果は第1表のとおりである。推計方法については本文の163
ページ(第7表注)でその概要を記述したが,補足する点,および推計資料については,以下のとおりである。 

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和53年 労働経済の分析



  

昭和53年労働経済の分析 参考資料
22  消費者物価水準の国際比較
(1)  品目の対応

教育,医療,設備修繕,外食等,制度のちがいや各国に固有の品目であることなどから国際間で価格比較が不
可能なものについては,当該品目の価格比はその品目の属する分類の他の類似品目の価格比で代替させ
た。
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昭和53年労働経済の分析 参考資料
22  消費者物価水準の国際比較
(2)  ウエイトのとり方

各品目を積上げて,費目別ないし全体の消費者物価比率を算出する際,わが国の消費パターン(消費支出金額
の構成比)によるウェイトを用いるか,比較相手国の消費パターンによるウェイトを用いるかによって結果
はかなり異なる。ここでは,日本の消費パターンウェイトによるもの,比較相手国の消費パターンウェイト
によるもの,および両者の幾何平均の3通りについて計算を行った。

数式

一般的な算式は上記の通りであるが,比較国間で必ずしも消費品目,価格,消費支出額が対応してないので,
まず,消費者物価指数中分類ごとに,その中に含まれる品目(小分類)の購買力平価を推計し,これを中分類ご
とのウエイトで総合して,大分類ごとの購買力平価を推計し,さらにこれを大分類のウエイトで総合して全
体の購買力平価を求めた。

例, 大分類, 中分類, 小分類

食料 主食 うるち米
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22  消費者物価水準の国際比較
(3)  推計に用いた資料
1)  価 格

日 本……総理府統計局「小売物価統計」の東京都区部の1976年平均小売価格を基礎とし,各品目ご
との消費者物価指数(東京都区部)の上昇率で1977年小売価格に延長推計。

アメリカ……1) 食料は,アメリカ労働省労働統計局(BLS)"Estimated Retail F00d Pricesby City,1977
Annual Average"のNewYorkの小売価格。

2) 光熱はBLS"Retail Plicesand Indexes of Fuels and Utilities,Jan.1978"のNew Yorkの料金。

3) その他は,BLS"Average Retail Price sofS elected Cmmodities and Services,Fall 1971″のNew
Yorkの価格(小売売上税Sales Taxを除く)を,各品目ごとのその後の消費者物価指数の上昇率で1977
年に延長推計。

なお,通信販売百貨店Sears,Roebuck and Co.の商品カタログ(1977年春夏号,秋冬号)を参考にした。

西ドイツ……連邦統計局“Preise und Preisindizes für die Lebenshaltung,1977″の1977年の全国
平均小売価格。
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22  消費者物価水準の国際比較
(3)  推計に用いた資料
2)  ウエイト

日 本……総理府統計局「消費者物価指数」の1975年基準の全国のウエイト。

アメリカ……BLS「消費者物価指数」で用いている1977年12月のウエイト「Relative Importance
of CPI Items」西ドイツ……1970年基準生計物価指数の全世帯のウエイト「Die Wägungsschemata
der neuen Preisindizes für die Lebenshaltung auf Basis,1970」,"Wirtschaft und Statistik.1973.12"

第1表 購買力平価と日本の小売物価水準
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23  各国の金融機関における週休2日制の導入状況

各国の銀行における完全週休2日制の実施状況および主要国の金融機関における週休2日制導入の経緯等
は次のとおりである。

第1表 銀行における完全週休2日制実施国

第2表 主要国の金融機関における週休2日制導入の経緯
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24  年齢別にみた教育関係費負担等

本文第67図の教育関係費,同じく第69図の教育関係費,住居取得費,老後生活費負担の算出方法は以下のと
おりである。

(1)教育関係費の算出(本文第67図)

教育関係費とは家計調査の分類でいう学校給食,学生服,ランドセル,通学定期代,教育,文房具(他の紙製品,他
の文房具を除く),教科書,学習参考書,辞書,補習教室,遊学仕送り金,机,いす,運動ぐつ,手さげカバンへの支出
である。年齢別の算出は,「家計調査参考資料第26号」による50年の年齢別,品目別支出額を53年に延長推
計した。その結果は第1表の教育関係費のうちの消費支出のみの数値である。

(2)可処分所得に占める教育関係費,住居取得費,老後生活費負担の算出(本文第69図)

教育関係費,住居取得費,老後生活費の3項目に関係する消費支出と,貯蓄を合算して算出した。その算出は,
まず貯蓄増強中央委員会「貯蓄に関する世論調査」の「貯蓄目的」の回答構成比により,家計調査の貯蓄
純増プラス有価証券純増を目的別に分割し,そして,「こどもの教育費や結婚資金にあてるため」,「土地,
建物の買い入れや新増改築,修理のため」,「老後の生活のため」の貯蓄を,それぞれ教育関係費,住居取得
費,老後生活費とする。また,上記1で算出した教育関係費をここでいう教育関係費負担に含めるほか,土地
家屋借金純減,財産購入純増を住居取得費とする。算出結果は第1表のとおり。

第1表 年齢別教育関係費,住居取得費,老後生活費負担
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25  家計収支の国際比較
(1)  各国の家計調査

家計調査は日本,イギリスでは毎年,アメリカでは約10年毎,西ドイツでは大調査は3～5年おき,小調査は毎
年行なわれている。調査対象は,各国とも全世帯であるが,西ドイツの小調査は高所得勤労者世帯,平均的勤
労者世帯,年金世帯の世帯のみについて調査している。

各国比較にあたって利用した家計調査は次のとおり

日 本……総理府統計局「家計調査」(1978)

アメリカ……労働省労働統計局 "Consumer Expenditure Survey 1972―73"

イギリス……雇用省"Family Expenditure Survey 1977"

西ドイツ……連邦統計局"Einkommens-und Verbrauchsstichprobe 1973"
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25  家計収支の国際比較
(2)  日本の家計調査と各国の家計調査との差異

各国の家計調査は,各国における生活様式の違いなどを反映して集計分類等が異なっているため,単純に比
較はできない。差異の例を示すと,わが国の家計調査では含まれない持家による帰属家賃が,イギリス,西ド
イツの調査では収入,支出の双方に含まれていること,わが国では家具什器に含まれるカラーテレビ支出が,
アメリカの調査では,レクリエーション支出に含まれること,などである。

以下の各国の家計収支表は,日本の集計分類基準に組み替えたものである。

第1表 消費構造の国際比較
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第2表 世帯主の年齢階級別家計収入および支出
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第3表 世帯主の年齢階級別家計収入および支出
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第4表 世帯主年齢階級別家計収入および支出
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26  支出の性格別家計消費支出
(1)  消費支出品目の支出の性格別分類

消費支出品目を,基礎的支出品目と,選択的支出品目に分類する。分類の基準として,消費支出弾性値を採用
し,基礎的支出品目は消費支出弾性値が1.0未満,選択的支出品目は1.0以上とした。さらに選択的支出品目
について低度と高度に分け,それぞれ消費支出弾性値1.0～1.5未満,1.5以上とした。但し,教育関係品目,保
健衛生品目はすべて基礎的支出品目とした。

なお,消費支出弾性値の算出にあたり,消費者物価指数採用品目については,総理府統計局「消費者物価指数
年報」付録1表でいう,基礎的選択的項目区分を利用した。分類結果は第1表のとおりである。
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26  支出の性格別家計消費支出
(2)  算出方法および算出結果

(1)で述べた分類により,品目別支出金額を積み上げたが,年齢別の算出に際しては,家計調査参考資料第26
号における昭和50年の年齢別品目別支出金額をまず算出し,次いでこれを53年の家計調査結果により延長
推計した。算出結果は第2表のとおりである。
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26  支出の性格別家計消費支出
(3)  計算結果の概要および高度選択的支出削減の消費支出への影響

消費支出のなかで基礎的支出の占める割合は50～60%,選択的支出は40～50%となっている。選択的支出
のうち,低度選択的支出は各年齢層とも19%前後であり,高度選択的支出は20～30%となっている。年齢間
で支出格差が最も大きいのは,高度選択的支出であり,基礎的支出,低度選択的支出は相対的に格差が小さ
い。

また,1)第2表の結果をもとに,高度選択的支出が2分の1および全額削減された場合の25～29歳層を100と
した45～49歳層,50～54歳層,55～59歳層の消費支出水準,2)世帯主収入が40歳から,ないしは45歳から横
ばいになった場合の45～49歳層,50～54歳層,55～59歳層の消費支出水準,3)各国の年齢階層別消費支出水
準は,第3表のとおりである。

第1表 支出の性格別品目分類

昭和53年 労働経済の分析



昭和53年 労働経済の分析



第2表 支出の性格別消費支出
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第3表 高度選択的支出削減の消費支出への効果
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27  勤労者意識の数量化分析

労働省「勤労者の職業生活に関する意識調査」により女子中高年齢労働者の転職意志および学歴別にみ
た職業生活満足度を規定する要因の数量化分析を行った。
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27  勤労者意識の数量化分析
(1)  女子中高年齢労働者(30～49歳)の転職意志の要因分析

I 外的基準,およびサンプル数

1. いつまでも勤めていたい。 N1=494人

2. よい条件なら変わるかも知れない,近い将来変わりたい。 N2=450人

計 N=944人

II 相関比,的中率

相関比:0.430,的中率=68.0%

III 説明要因,スコア,レンジおよび影響率

説明要因,スコア,レンジおよび影響率
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27  勤労者意識の数量化分析
(2)  学歴別にみた職業生活満足度(男子,25～29歳,1,000人以上規模)の要因分

析

I 外的基準およびサンプル数

大 卒 高 卒

1. 満足(かなり満足+まあ満足) N1=576 N1=567

2. 不満(大いに不満+やや不満) N2=315 N2=391

計=891 計=958

II 相関比,的中率

大 卒 相関比 0.477,的中率70.6%

高 卒 相関比 0.555,的中率74.8%

III 説明要因,スコアー,レンジおよび影響率

説明要因,スコアー,レンジおよび影響率

昭和53年 労働経済の分析
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